第１４章　物価及び家計
卸売物価の動向
　昭和55年の大阪市卸売物価指数は、年平均で134.4（昭和50年を100とする）で、昭和54年に比べ13.7パーセントの上昇となり、前年の上昇率6.4パーセントを大幅に上回る高騰となった。
　類別に対前年増加率の大きなものを挙げると、石炭・石油・同製品が原油の値上げにより69.8パーセント、次いで工業薬品35.1パーセント、パルプ・紙・紙製品33.8パーセント、鉱物・金属材料（非鉄）25.0パーセント、肥料・飼料24.8パーセント、調味料23.9パーセント等とそれぞれ騰きしている。
　一方、下落したものは、マイナス2.3パーセント減少した婦人・子供服と、同1.8パーセント減少した精密機械であった。
消費者物価の動向
　昭和55年平均の大阪市消費者物価指数は、総合指数で136.3 (昭和50年を100とする)となり、昭和54年平均に比べ7.2パーセントの上昇となった。
　最近年次の上昇率の推移をみると、49年が24.2パーセント、50年が12.3パーセント、51年が9.5パーセント、52年が7.9パーセント、53年が4.1パーセント、54年が3.4パーセントとなっており、50年以降鎮静化してきた消費者物価指数は、55年は再び高騰する気配を見せている。
　55年の消費者物価の上昇は、雑費の7.7パーセントをはじめ、食料が5.0パーセント、光熱が35.9パーセント、被服が6.7パーセント、住居が5.8パーセントとそれぞれ上昇したためである。
　内訳をみると、雑費ではたばこの14.5パーセント、文房具の13.3パーセント、食料では野菜の23.0パーセント、外食の7.2パーセント、光熱ではその他の光熱の53.1パーセント、電気ガス代の33.8パーセント、被服では身の回り品の13.1パーセント、和服の6.0パーセント、住居では設備修繕の15.0パーセントなどがそれぞれ大きな上昇率を示している。
　一方、消費者物価の地域差を６大都市別にみると、全国を100として、東京都区部108.7 (食料105.8)､横浜市106.7(同104.1)､京都市105.2(同105.9)､大阪市103.5(同104.1)、神戸市103.2 (同103.1)､名古屋市103.1 (同104.3)の順となっており、総合では東京都区部、食料では京都市がそれぞれ最も高くなっている。
家計費の概況
　昭和55年の大阪府勤労者世帯の１世帯（世帯人員3.8人、有業人員1.3人、世帯主の年齢42.5歳）平均の実収入は、35万3109円で、前年と比較して6.3パーセントの増加となったが、消費者物価（大阪市総合指数）が53年、54年を上回る大きな伸びを示したため実質では1.0パーセントの減少となった。内訳をみると、世帯主収入（30万9838円）、世帯主以外の収入（2万2451円）ともそれぞれ1.2パーセント、0.1パーセントの実質減少となった。
　また、可処分所得（実収入から非消費支出を引く）は30万8056円で前年比5.5パーセントの増加、実質1.8パーセントの減少となった。
　消費支出（生計費）は24万4886円で前年比8.1パーセントの増加、実質0.7パーセントの増加となった。
　消費支出を五大費目別にみると、食料費（7万2323円）、被服費（２万2975円）､雑費（11万7127円）がそれぞれ1.8パーセント、1.3パーセント、0.6パーセントと実質増加し、住居費（２万1473円）、光熱費（１万988円）が3.7パーセント、4.6パーセントと実質減少した。
　また、エンゲル係数は、29.5パーセントとなり、前年より0.4ポイント低下した。
　非消費支出（税金、社会保障費等）は４万5053円で前年比12.3パーセントの増加。
　このような勤労者世帯の家計収支のバランスをみると、平均消費性向（消費支出を可処分所得で割る）は79.5パーセントで前年を1.9ポイント上回り、また貯蓄純増（貯金・保険掛金から貯金・保険取金を引く）は３万7540円で前年比11.8パーセントの減少となり、平均貯蓄性向（貯蓄純増を可処分所得で割る）は12.2パーセントで前年より2.4ポイント下回った。
　なお、黒字は６万3170円で前年比3.6パーセントの減少となった。
